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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年11月29日に提出した第７期（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

財務諸表等 

注記事項 

（デリバティブ取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

 第一部【企業情報】 

 第５【経理の状況】 

 【財務諸表等】 

 (1）【財務諸表】 

 注記事項 

 （デリバティブ取引関係） 

 （訂正前） 

第７期（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用していますが、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップ取引及び金利キャップ取引のみであるため、記載しておりません。 
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 （訂正後） 

１.取引の状況に関する事項 

２.取引の時価等に関する事項 

第７期（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用していますが、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引のみであるため、記載しておりません。 

第７期 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

(1)取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

及び金利キャップ取引であります。 

(2)取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替及び金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針です。 

(3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、金利関連で借入金利等の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

 ①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

取引及び金利キャップ取引については、特例処理によ

っております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ及び金利キャップ 

ヘッジ対象…借入金 

 ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

 ④ヘッジ有効性の評価の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及

び金利キャップ取引のみであるため、有効性の評価を

省略しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引及び金利キャップ取引は市場金利の

変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先はいずれも信用度の高い金融機関で

あるため、相手方の契約不履行による信用リスクはほと

んどないと認識しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限

を定めた社内ルールに従い、決済担当者の承認を得て行

っております。 

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等はあく

までもデリバティブ取引における名目的な契約額、また

は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティ

ブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 
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